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ま え が き

青森県財政事情の公表は、県民の皆様に県財政の状況を広く知っていただくために、毎年2回行っている

ものです。

今回は、平成29年度決算並びに平成30年度上半期（平成30年度9月補正まで）の予算及びその執行状況な

どについて、そのあらましを御説明いたします。

この公表を通じ、県民の皆様におかれましては、県の財政運営の実態を御理解いただき、県勢発展のため

に一層の御協力をお願いいたします。

平 成 年 月

青 森 県 知 事 三 村 申 吾
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第1 平成29年度決算について

一 一般会計決算

平成29年度は「青森県行財政改革大綱」に基づく財政健全化努力を継続しつつ、「青森県基本計画未来

を変える挑戦」及び「まち・ひと・しごと創生青森県総合戦略」に基づき、人口減少の克服、健康長寿県

の実現など本県の重要課題に取り組むとともに、国の補正予算にも呼応し、各種施策を積極果敢に展開し

たところです。

その結果、平成29年度の一般会計歳入歳出決算額は、第1表のとおりで、歳入が7,366億9,208万8千

円、歳出が7,216億3,176万円8千円となり、差引き150億6,032万円の黒字となりました。また、この歳入

歳出差引額（形式収支）から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した実質収支は、20億5,387万8千円の黒

字となり、この実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は、5,663万9千円の赤字となり

ました。
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（第1表）

一般会計歳入歳出決算規模の推移
（単位 円）

区分

年度
歳入決算額

Ａ
歳出決算額

Ｂ

歳入歳出差引額
Ａ－Ｂ

Ｃ

翌年度へ繰り
越すべき財源

Ｄ

実 質 収 支
Ｃ－Ｄ

Ｅ
単年度収支

（当該年度Ｅ－前年度Ｅ）

平成20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

709,335,627,600

747,894,083,906

735,143,494,283

781,727,795,910

732,740,703,585

747,411,029,772

714,070,542,820

709,180,033,465

704,620,972,391

736,692,088,028

704,705,428,080

742,885,155,312

723,734,792,094

765,394,423,685

714,890,792,417

724,868,986,022

696,350,835,583

691,879,146,909

689,996,059,978

721,631,768,446

4,630,199,520

5,008,928,594

11,408,702,189

16,333,372,225

17,849,911,168

22,542,043,750

17,719,707,237

17,300,886,556

14,624,912,413

15,060,319,582

2,543,722,101

3,750,412,063

8,890,244,576

14,279,957,642

15,838,934,335

20,553,760,215

15,510,576,490

15,356,083,056

12,514,395,261

13,006,442,155

2,086,477,419

1,258,516,531

2,518,457,613

2,053,414,583

2,010,976,833

1,988,283,535

2,209,130,747

1,944,803,500

2,110,517,152

2,053,877,427

390,399,618

△827,960,888

1,259,941,082

△465,043,030

△42,437,750

△22,693,298

220,847,212

△264,327,247

165,713,652

△56,639,725
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○
歳

入

（
第
2
表
）

平
成

年
度
一
般
会
計
歳
入
決
算
額

（
単
位
円
）

区
分

予
算

現
額

調
定

額
収

入
済

額
収
入
未
済
額

予
算
現
額

に
対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

調
定
額
に

対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

1
県

税

2
地

方
消

費
税

清
算

金

3
地

方
譲

与
税

4
地

方
特

例
交

付
金

5
地

方
交

付
税

6
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

7
分

担
金

及
び

負
担

金

8
使

用
料

及
び

手
数

料

9
国

庫
支

出
金

10
財

産
収

入

11
寄

附
金

12
繰

入
金

13
繰

越
金

14
諸

収
入

15
県

債

合
計

18
4,
04
7,
07
9,
00
0

45
,1
88
,5
45
,0
00

21
,0
51
,4
42
,0
00

37
4,
04
3,
00
0

22
2,
95
7,
67
8,
00
0

35
5,
10
1,
00
0

4,
52
0,
14
0,
00
0

8,
32
0,
94
3,
00
0

13
2,
82
9,
33
4,
40
8

1,
21
7,
62
1,
00
0

23
,8
05
,0
00

18
,6
61
,5
25
,0
00

13
,5
69
,6
53
,2
61

44
,2
40
,4
71
,0
00

81
,6
38
,8
33
,0
00

77
8,
99
6,
21
3,
66
9

％
23
.6 5.
8

2.
7

0.
0

28
.6 0.
0

0.
6

1.
1

17
.1 0.
2

0.
0

2.
4

1.
7

5.
7

10
.5

10
0.
0

18
6,
39
5,
26
3,
40
9

45
,1
88
,5
44
,4
72

21
,0
51
,4
42
,0
00

37
4,
04
3,
00
0

22
2,
95
7,
67
8,
00
0

35
5,
10
1,
00
0

4,
54
7,
31
9,
26
3

8,
58
2,
54
8,
76
0

10
9,
08
1,
10
4,
98
2

1,
27
4,
29
9,
19
3

31
,9
23
,6
47

18
,4
69
,0
04
,8
33

13
,5
69
,6
53
,4
13

61
,9
52
,9
52
,2
44

63
,0
79
,7
93
,3
33

75
6,
91
0,
67
1,
54
9

％
24
.6 6.
0

2.
8

0.
0

29
.5 0.
1

0.
6

1.
1

14
.4 0.
2

0.
0

2.
4

1.
8

8.
2

8.
3

10
0.
0

18
4,
26
0,
89
9,
06
8

45
,1
88
,5
44
,4
72

21
,0
51
,4
42
,0
00

37
4,
04
3,
00
0

22
2,
95
7,
67
8,
00
0

35
5,
10
1,
00
0

4,
51
3,
91
6,
32
8

8,
34
8,
65
1,
18
9

10
9,
08
1,
10
4,
98
2

1,
27
3,
52
3,
62
7

29
,9
23
,6
47

18
,4
69
,0
04
,8
33

13
,5
69
,6
53
,4
13

44
,1
38
,8
09
,1
36

63
,0
79
,7
93
,3
33

73
6,
69
2,
08
8,
02
8

％
25
.0 6.
1

2.
9

0.
1

30
.3 0.
0

0.
6

1.
1

14
.8 0.
2

0.
0

2.
5

1.
8

6.
0

8.
6

10
0.
0

1,
93
4,
26
9,
57
1 0 0 0 0 0

33
,4
02
,9
35

23
2,
55
2,
16
7 0

77
5,
56
6

2,
00
0,
00
0 0 0

16
,7
73
,5
36
,3
05 0

18
,9
76
,5
36
,5
44

％
10
0.
12

10
0.
00

10
0.
00

10
0.
00

10
0.
00

10
0.
00

99
.8
6

10
0.
33

82
.1
2

10
4.
59

12
5.
70

98
.9
7

10
0.
00

99
.7
7

77
.2
7

94
.5
7

％
98
.8
5

10
0.
00

10
0.
00

10
0.
00

10
0.
00

10
0.
00

99
.2
7

97
.2
7

10
0.
00

99
.9
4

93
.7
4

10
0.
00

10
0.
00

71
.2
5

10
0.
00

97
.3
3



第1図

歳 入 決 算 の 構 成 内 訳

（注） 県が自ら徴収又は収納できるものが自主財源であり、国から定められた額を交付され、又は割り当

てられるのが依存財源です。
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○ 歳 出

（第3表）

平成 年度一般会計歳出決算額
（単位 円）

区 分
予 算 現 額 支 出 済 額

金 額 構成比 金 額 執行率 構成比

1 議 会 費

2 総 務 費

3 民 生 費

4 環 境 保 健 費

5 労 働 費

6 農 林 水 産 業 費

7 商 工 費

8 土 木 費

9 警 察 費

10 教 育 費

11 災 害 復 旧 費

12 公 債 費

13 諸 支 出 金

14 予 備 費

合 計

1,318,106,000

36,426,284,745

102,861,594,000

19,904,979,000

1,859,534,000

69,551,440,117

58,214,994,344

104,407,107,538

29,658,815,000

147,156,277,400

4,332,823,525

116,470,268,000

86,700,002,000

133,988,000

778,996,213,669

％
0.2

4.7

13.2

2.6

0.2

8.9

7.5

13.4

3.8

18.9

0.6

14.9

11.1

0.0

100.0

1,287,171,834

30,657,785,478

100,446,972,614

19,170,829,559

1,745,584,677

52,291,802,370

57,278,643,179

77,904,057,201

29,150,724,458

144,586,059,382

4,002,742,662

116,420,242,353

86,689,152,679

0

721,631,768,446

％
97.7

84.2

97.7

96.3

93.9

75.2

98.4

74.6

98.3

98.3

92.4

99.9

99.9

0.0

92.6

％
0.2

4.3

13.9

2.7

0.2

7.3

7.9

10.8

4.0

20.0

0.6

16.1

12.0

0.0

100.0



第2図

歳 出 決 算 の 構 成 内 訳
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二 特別会計決算

県が特定の事業を行う場合に、特定の歳入をもって特定の歳出に充て、一般会計の歳入歳出と区分して

その経理を明確にするために設けられているのが特別会計であり、平成29年度においては、14の特別会計

がありました。（青森県公共用地先行取得事業特別会計は予算計上なし）

特別会計の平成29年度の歳入決算額は、1,989億3,169万9千円で、前年度と比較して、255億1,761万1

千円、14.7％の増となり、歳出決算額は、1,924億6,571万7千円で前年度と比較して、248億2,756万円、

14.8％の増となりました。
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○
歳

入

（
第
4
表
）

平
成

年
度
特
別
会
計
歳
入
決
算
額

（
単
位
円
）

区
分

予
算

現
額

調
定

額
収

入
済

額
収
入
未
済
額

予
算
現
額

に
対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

調
定
額
に

対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

1
公

債
費

特
別

会
計

2
療
育
福
祉
・
医
療
療
育
セ
ン
タ
ー
特
別
会
計

3
港
湾
整
備
事
業
特
別
会
計

4
証

紙
特

別
会

計

5
管

理
特

別
会

計

6
公
共
用
地
先
行
取
得
事
業
特
別
会
計

7
下

水
道

事
業

特
別

会
計

8
駐

車
場

事
業

特
別

会
計

9
鉄
道
施
設
事
業
特
別
会
計

10
就
農
支
援
資
金
特
別
会
計

11
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

12
小
規
模
企
業
者
等
設
備
導
入
資
金
特
別
会
計

13
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計

14
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計

合
計

17
1,
54
0,
96
3,
00
0

1,
94
9,
76
4,
00
0

1,
99
1,
71
3,
00
0

2,
65
0,
11
0,
00
0

22
0,
74
5,
00
0

4,
83
4,
74
9,
00
0

19
3,
16
5,
00
0

5,
30
6,
94
9,
00
0

71
,2
68
,0
00

26
3,
89
1,
00
0

5,
42
9,
22
5,
00
0

33
9,
50
8,
00
0

13
2,
41
5,
00
0

19
4,
92
4,
46
5,
00
0

％
88
.0 1.
0

1.
0

1.
4

0.
1

2.
5

0.
1

2.
7

0.
0

0.
1

2.
8

0.
2

0.
1

10
0.
0

17
1,
53
3,
78
2,
26
8

1,
91
9,
94
6,
15
5

1,
23
9,
67
9,
82
6

2,
58
3,
44
0,
74
1

30
3,
21
4,
09
4

4,
41
0,
39
3,
44
1

19
4,
66
7,
84
3

5,
12
0,
71
8,
11
8

71
,2
62
,9
59

84
9,
25
1,
10
7

10
,3
22
,1
99
,6
18

43
8,
53
9,
10
9

31
1,
24
4,
97
5

19
9,
29
8,
34
0,
25
4

％
86
.1 1.
0

0.
6

1.
3

0.
1

2.
2

0.
1

2.
6

0.
0

0.
4

5.
2

0.
2

0.
2

10
0.
0

17
1,
53
3,
78
2,
26
8

1,
91
7,
98
6,
50
6

1,
23
9,
62
4,
19
8

2,
58
3,
44
0,
74
1

30
3,
21
4,
09
4

4,
37
9,
43
4,
39
2

19
4,
66
7,
84
3

5,
12
0,
71
8,
11
8

71
,2
62
,9
59

60
3,
64
1,
49
9

10
,3
12
,7
63
,8
41

36
0,
06
0,
53
8

31
1,
10
1,
78
5

19
8,
93
1,
69
8,
78
2

％
86
.2 1.
0

0.
6

1.
3

0.
1

2.
2

0.
1

2.
6

0.
0

0.
3

5.
2

0.
2

0.
2

10
0.
0

0

1,
94
6,
41
9

55
,6
28 0 0

25
,9
20
,0
69 0 0 0

24
5,
46
2,
60
8

9,
43
5,
77
7

78
,4
78
,5
71

14
3,
19
0

36
1,
44
2,
26
2

％
10
0.
00

98
.3
7

62
.2
4

97
.4
8

13
7.
36

90
.5
8

10
0.
78

96
.4
9

99
.9
9

22
8.
75

18
9.
95

10
6.
05

23
4.
94

10
2.
06

％
10
0.
00

99
.9
0

10
0.
00

10
0.
00

10
0.
00

99
.3
0

10
0.
00

10
0.
00

10
0.
00

71
.0
8

99
.9
1

82
.1
0

99
.9
5

99
.8
2
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○ 歳 出

（第5表）

平成 年度特別会計歳出決算額
（単位 円）

区 分
予 算 現 額 支 出 済 額

金 額 構成比 金 額 執行率 構成比

1 公 債 費 特 別 会 計

2 療育福祉・医療療育センター特別会計

3 港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計

4 証 紙 特 別 会 計

5 管 理 特 別 会 計

6 公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 特 別 会 計

7 下 水 道 事 業 特 別 会 計

8 駐 車 場 事 業 特 別 会 計

9 鉄 道 施 設 事 業 特 別 会 計

10 就 農 支 援 資 金 特 別 会 計

11 母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計

12 小規模企業者等設備導入資金特別会計

13 林業・木材産業改善資金特別会計

14 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 特 別 会 計

合 計

171,540,963,000

1,949,764,000

1,991,713,000

2,650,110,000

220,745,000

4,834,749,000

193,165,000

5,306,949,000

71,268,000

263,891,000

5,429,225,000

339,508,000

132,415,000

194,924,465,000

％
88.0

1.0

1.0

1.4

0.1

2.5

0.1

2.7

0.0

0.1

2.8

0.2

0.1

100.0

171,533,782,268

1,893,381,596

1,205,639,584

2,422,403,081

206,887,611

4,102,889,949

183,943,488

5,120,718,118

71,262,959

180,674,569

5,427,542,854

22,044,001

94,546,956

192,465,717,034

％
99.9

97.1

60.5

91.4

93.7

84.9

95.2

96.5

99.9

68.5

99.9

6.5

71.4

98.7

％
89.1

1.0

0.6

1.3

0.1

2.1

0.1

2.7

0.0

0.1

2.8

0.0

0.1

100.0



三 決算分析

本県の会計は、一般会計と特別会計とに分かれていますが、両会計の間には、相互に、財源の繰出し、

繰入れ等があることから、決算分析等では、県財政の全体を的確に把握することができるようにするた

め、このような財源のやりとりを整理した上で合算し、普通会計として取りまとめることにしています。

一般会計と普通会計の規模について歳出決算額で比較すると、第3図のとおりとなります。

第3図

一般会計と普通会計の歳出決算額年次別比較

⑴ 歳 入

普通会計歳入決算額を財源別に区分してみた年次別の推移は、第6表のとおりです。
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（
第
6
表
）

普
通
会
計
歳
入
決
算
額
の
年
次
別
推
移

（
単
位
百
万
円
）

区
分

平
成
25
年
度

平
成
26
年
度

平
成
27
年
度

平
成
28
年
度

平
成
29
年
度

決
算
額

構
成
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

1
地

方
税

2
地

方
譲

与
税

3
地
方
特
例
交
付
金

4
地

方
交

付
税

5
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

6
分
担
金
及
び
負
担
金

7
使

用
料

8
手

数
料

9
国

庫
支

出
金

10
財

産
収

入

11
寄

附
金

12
繰

入
金

13
繰

越
金

14
諸

収
入

15
県

債

合
計

13
5,
73
3

22
,7
85 31
2

22
6,
42
3

43
1

4,
65
1

7,
69
5

2,
35
1

12
8,
77
2

6,
04
9 34

27
,5
33

22
,5
20

57
,3
04

10
4,
74
0

74
7,
33
3

％
18
.2 3.
1

0.
0

30
.3 0.
1

0.
6

1.
0

0.
3

17
.2 0.
8

0.
0

3.
7

3.
0

7.
7

14
.0

10
0.
0

14
3,
64
9

26
,6
25 30
4

22
3,
79
7

37
9

6,
82
6

8,
55
7

2,
37
5

11
1,
82
9

1,
70
2 41

22
,0
32

27
,3
61

59
,6
58

76
,7
36

71
1,
87
1

％
20
.2 3.
7

0.
0

31
.4 0.
1

1.
0

1.
2

0.
3

15
.7 0.
2

0.
0

3.
1

3.
9

8.
4

10
.8

10
0.
0

％
10
5.
8

11
6.
9

97
.6

98
.8

88
.0

14
6.
8

11
1.
2

10
1.
0

86
.8

28
.1

12
3.
2

80
.0

12
1.
5

10
4.
1

73
.3

95
.3

16
5,
24
7

24
,4
78 31
1

22
3,
99
8

39
8

4,
89
2

9,
35
2

2,
35
4

10
5,
42
9

1,
67
3 29

14
,5
35

23
,1
03

53
,0
68

67
,4
46

69
6,
31
3

％
23
.7 3.
5

0.
1

32
.2 0.
1

0.
7

1.
4

0.
3

15
.1 0.
2

0.
0

2.
1

3.
3

7.
6

9.
7

10
0.
0

％
11
5.
0

91
.9

10
2.
4

10
0.
1

10
5.
1

71
.7

10
9.
3

99
.1

94
.3

98
.3

70
.4

66
.0

84
.4

89
.0

87
.9

97
.8

16
3,
27
5

20
,5
10 33
0

22
7,
17
2

37
1

4,
98
5

11
,1
23

2,
34
6

10
5,
96
5

1,
76
6 35

13
,4
24

23
,0
93

53
,0
33

66
,7
90

69
4,
21
8

％
23
.5 3.
0

0.
1

32
.7 0.
1

0.
7

1.
6

0.
3

15
.3 0.
3

0.
0

1.
9

3.
3

7.
6

9.
6

10
0.
0

％
98
.8

83
.8

10
5.
9

10
1.
4

93
.2

10
1.
9

11
8.
9

99
.7

10
0.
5

10
5.
6

11
8.
1

92
.4

10
0.
0

99
.9

99
.0

99
.7

16
7,
95
5

21
,0
51 37
4

22
2,
95
7

35
5

4,
89
4

11
,1
62

2,
32
9

10
9,
25
2

1,
27
6 30

18
,0
05

19
,0
69

49
,6
47

63
,7
73

69
2,
12
9

％
24
.3 3.
0

0.
1

32
.2 0.
1

0.
7

1.
6

0.
3

15
.8 0.
2

0.
0

2.
6

2.
7

7.
2

9.
2

10
0.
0

％
10
2.
9

10
2.
6

11
3.
5

98
.1

95
.6

98
.2

10
0.
3

99
.2

10
3.
1

72
.2

87
.6

13
4.
1

82
.6

93
.6

95
.5

99
.7



歳入において、地方税は、個人県民税所得割が3.1％、法人事業税が6.4％の増、地方消費税（清算

後）が1.5％の増、自動車取得税が27.6％の増となったこと等から、地方税全体では2.9％の増となりま

した。

また、地方譲与税は、地方法人特別譲与税の増等により2.6％の増、地方交付税は、普通交付税が

1.9％の減、特別交付税が1.8％の減となり、地方交付税全体では1.9％の減となりました。

このほか、国庫支出金は、国補正予算との関連等により3.1％の増となった一方で、諸収入は、貸付

金収入の減等により6.4％の減、地方債は、公共事業等債、一般単独事業債の減等により4.5％の減とな

りました。

以上により、歳入全体では0.3％の減となりました。

なお、歳入について、使途が特定されている特定財源と特定されていない一般財源とに区分する方法

及び県が自ら調達する自主財源と国から交付され、又は割り当てられる依存財源とに区分する方法に

よって、その構成割合の推移を見ると、第7表のとおりとなっています。

⑵ 歳 出

普通会計歳出決算額を性質別に区分してみた年次別の推移は、第8表のとおりです。
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（第7表）

一般財源と特定財源、自主財源と依存財源の構成割合の推移
（単位 ％）

年 度 一 般 財 源 特 定 財 源 自 主 財 源 依 存 財 源

平 成 20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

66.1

65.2

68.6

64.0

66.5

66.8

68.0

71.0

69.3

69.9

33.9

34.8

31.4

36.0

33.5

33.2

32.0

29.0

30.7

30.1

36.4

32.4

35.4

35.4

34.9

35.3

36.7

39.4

39.3

39.6

63.6

67.6

64.6

64.6

65.1

64.7

63.3

60.6

60.7

60.4
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（
第
8
表
）

普
通
会
計
歳
出
決
算
額
の
年
次
別
推
移

（
単
位
百
万
円
）

区
分

平
成
25
年
度

平
成
26
年
度

平
成
27
年
度

平
成
28
年
度

平
成
29
年
度

決
算
額

構
成
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

1
人

件
費

2
物

件
費

3
扶

助
費

4
補

助
費

等

5
維

持
補

修
費

6
普
通
建
設
事
業
費

7
災
害
復
旧
事
業
費

8
失
業
対
策
事
業
費

9
公

債
費

10
積

立
金

11
出

資
金

12
貸

付
金

13
繰

出
金

合
計

16
7,
69
7

26
,9
68

18
,3
82

13
2,
98
4

14
,6
39

14
5,
86
2

2,
09
8 0

12
5,
11
4

33
,3
28 58

50
,0
85

1,
76
2

71
8,
97
7

％
23
.3 3.
8

2.
6

18
.5 2.
0

20
.3 0.
3

0.
0

17
.4 4.
6

0.
0

7.
0

0.
2

10
0.
0

17
0,
48
6

26
,7
79

18
,7
38

12
3,
39
7

15
,0
17

14
1,
49
8

4,
63
5 0

12
4,
87
5

11
,4
00 49
4

49
,1
03

1,
24
2

68
7,
66
4

％
24
.8 3.
9

2.
7

17
.9 2.
2

20
.5 0.
7

0.
0

18
.2 1.
7

0.
1

7.
1

0.
2

10
0.
0

％
10
1.
7

99
.3

10
1.
9

92
.8

10
2.
6

97
.0

22
0.
9 ―

99
.8

34
.2

84
8.
2

98
.0

70
.5

95
.6

16
8,
00
8

27
,3
52

19
,0
59

14
2,
87
3

14
,3
13

12
5,
26
4

1,
52
4 0

12
3,
13
9

5,
10
3 15

44
,2
06

1,
39
2

67
2,
24
8

％
25
.0 4.
1

2.
8

21
.2 2.
1

18
.7 0.
2

0.
0

18
.3 0.
8

0.
0

6.
6

0.
2

10
0.
0

％
98
.5

10
2.
1

10
1.
7

11
5.
8

95
.3

88
.5

32
.9 ―

98
.6

44
.8 3.
0

90
.0

11
2.
1

97
.8

16
5,
72
5

26
,2
53

19
,1
67

13
9,
61
2

15
,2
94

13
1,
82
7

1,
72
1 0

11
9,
28
7

12
,1
72 22

42
,0
19 99
4

67
4,
09
3

％
24
.6 3.
9

2.
8

20
.7 2.
3

19
.6 0.
3

0.
0

17
.7 1.
8

0.
0

6.
2

0.
1

10
0.
0

％
98
.6

96
.0

10
0.
6

97
.7

10
6.
9
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5.
2
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2.
9 ―

96
.9
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8.
5

14
4.
7

95
.1

71
.4
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0.
3

16
3,
93
5

26
,0
05

19
,0
68

13
8,
89
9

17
,0
80
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0,
40
5

4,
00
3 0

12
1,
30
3

13
,9
33 11

35
,5
06 77
6
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0,
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4

％
24
.4 3.
9

2.
8

20
.7 2.
6

19
.4 0.
6

0.
0

18
.1 2.
1

0.
0

5.
3

0.
1

10
0.
0

％
98
.9

99
.1

99
.5

99
.5

11
1.
7

98
.9

23
2.
6 ―

10
1.
7

11
4.
5

50
.8

84
.5

78
.1

99
.5



歳出において、義務的経費は、公債費が小規模企業者等設備導入資金特別会計における地方債元利償

還金の増等により1.7％の増となったものの、人件費が職員数の減による職員給の減や、退職者数の減

による退職手当の減等により1.1％の減、扶助費が0.5％の減となったことから、義務的経費全体では

0.0％の増となりました。

投資的経費は、津軽ダム建設事業の終了に伴う国直轄事業負担金の減等により普通建設事業費が

1.1％の減となった一方、災害復旧事業費が132.6％の増となったことから、投資的経費全体では0.6％の

増となりました。

また、維持補修費が、除雪費の増等により11.7％の増となったものの、貸付金が、制度融資貸付金の

減のほか、県信用漁業協同組合連合会に対する貸付金の減等により、15.5％の減となり、歳出全体では

0.5％の減となりました。

なお、歳出決算額を義務的経費、投資的経費及びその他の経費の三つに分類してその構成比率を見ま

すと、第4図のとおりとなります。

第4図

普通会計歳出決算額の性質別構成比率
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○ 社会保障施策に要する経費

介護保険関係負担金・交付金 201億9,179万7千円
後期高齢者医療関係負担金 169億9,546万4千円
国民健康保険関係負担金・交付金 138億7,695万7千円
障害者自立支援関係負担金 86億9,501万8千円
精神障害者措置入院及び通院医療扶助費 30億4,789万6千円
地域医療介護総合確保基金関係費（医療分） 16億6,600万5千円
地域医療介護総合確保基金関係費（介護分） 19億2,148万3千円
生活保護扶助費及び市交付金 77億3,022万円
医療費助成関係補助金 17億9,475万円
難病関係医療扶助費 15億6,019万9千円
小児慢性特定疾患扶助費 1億4,775万9千円
児童手当等負担金 25億7,582万5千円
児童扶養手当給付費 19億5,918万2千円
児童入所施設等扶助費 15億2,204万8千円
教育・保育給付費負担金 97億5,973万9千円
子ども・子育て支援新制度関係費（上記以外） 10億7,192万円

計 945億1,626万2千円
（一般財源 805億1,835万1千円）

※社会保障施策に係る主なものを掲載したもの。

（参考）
地方消費税及び地方消費税清算金（税収連動交付金差引後） 229億4,831万円
うち税率引上げによる増収額 94億8,182万9千円

○ 基金残高の状況

平成29年度において、財政調整基金及び県債管理基金は、その運用利息及び地方財政法の規定に基づく

歳計剰余金の積立により増となりました。また、その他特定目的基金については、施設整備等に伴う減が

あった一方で、国民体育大会の開催等に備えて新たに青森県国民体育大会開催基金（80億円）を造成した

こと等により、35億円の増となりました。

その結果、基金残高全体では増となったものの、国民体育大会に係る臨時的な基金造成を除けば、34億

円の減となりました。
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（単位：億円）

〈基金残高〉 Ｈ28 Ｈ29 増減

財政調整基金 130 141 11

県債管理基金 187 187 0

その他特定目的基金 560 595 35

合計 877 923 46

合計（その他特定目的基金（国体）除き） 877 843 △34



四 主な財政指標の状況

地方公共団体が社会経済や行政需要の変化に適切に対応していくためには、財政構造の弾力性が確保さ

れなければなりません。

財政分析において財政構造の弾力性の度合いを判断する指標として、主な財政指標の項目の推移を示し

ました。

平成29年度決算では、歳出において除雪費等に係る維持補修費や補助費等が増となったこと、歳入にお

いて臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税が減となったこと等により、経常収支比率が悪化したと

ころであり、引き続き行財政改革に取り組むことにより義務的経費の縮減を図りつつ、歳出に見合った形

での地方一般財源の増額が必要であると考えています。

○ 経常収支比率の状況
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○ 財政力指数の状況
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財政力指数の状況
財政力指数 所 属 団 体 団体数

Ａ 1.000以上 該当なし ―

Ｂ

Ｂ1 0.700～1.000 愛知県、神奈川県、千葉県、埼玉県、大阪府、
静岡県 6

Ｂ2 0.500～0.700
栃木県、茨城県、福岡県、兵庫県、群馬県、
宮城県、広島県、三重県、京都府、滋賀県、
岐阜県、福島県、岡山県

13

Ｃ 0.400～0.500 長野県、石川県、香川県、富山県、新潟県、
山口県、北海道、愛媛県、奈良県 9

Ｄ 0.300～0.400
熊本県、山梨県、福井県、大分県、岩手県、
山形県、佐賀県、青森県、鹿児島県、宮崎県、
沖縄県、徳島県、和歌山県、長崎県、秋田県

15

Ｅ 0.300未満 鳥取県、高知県、島根県 3

計 46

⑴ グループの編成は、平成26年度から28年度までの財政力指数による。
⑵ 東京都は含めていない。



五 健全化判断比率等

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）に基づく健全化判断比率等は、次の

とおりです。

○ 健全化判断比率

いずれの指標も早期健全化基準に該当しておりません。

※ 地方公共団体は、健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合は、当該健全化判断比

率を公表した年度の末日までに、「財政健全化計画」を定めなければなりません。

また、再生判断比率（健全化判断比率のうち将来負担比率を除いた3つの指標）のいずれかが財政再

生基準以上である場合には、当該再生判断比率を公表した年度の末日までに、「財政再生計画」を定め

なければなりません。
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平成29年度 平成28年度 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 －（赤字なし） －（赤字なし） 3.75％ 5.0％

連結実質赤字比率 －（赤字なし） －（赤字なし） 8.75％ 15.0％

実質公債費比率 13.4％ 13.6％ 25.0％ 35.0％

将 来 負 担 比 率 127.3％ 133.3％ 400.0％ －

実質赤字比率
実質赤字比率は、一般会計等（一般会計と普通会計に属する特別会計）における実質赤字額（実質収支における
赤字額）の標準財政規模に対する割合です。
本県の平成29年度決算における実質収支は黒字となっており、前年度に引き続き実質赤字はありません。
連結実質赤字比率
連結実質赤字比率は、全会計における実質赤字額の標準財政規模に対する割合です。
本県の平成29年度決算においては、いずれの会計も赤字額はなく、前年度に引き続き連結実質赤字はありませ
ん。
実質公債費比率
実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金や実質的な元利償還金に相当する額の標準財政規模に対す
る割合です。
本県の平成29年度決算における実質公債費比率は、13.4％と前年度に比べ0.2ポイント減少しています。
将来負担比率
将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合です。
本県の平成29年度決算における将来負担比率は、127.3％と前年度に比べ6.0ポイント減少しています。



○ 実質公債費比率の状況

○ 将来負担比率の状況
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○ 資金不足比率

いずれの会計も経営健全化基準に該当しておりません。
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平成29年度 平成28年度 経営健全化基準

工業用水道事業会計 －（資金不足なし） －（資金不足なし）

20.0％
病 院 事 業 会 計 －（資金不足なし） －（資金不足なし）

下水道事業特別会計 －（資金不足なし） －（資金不足なし）

港湾整備事業特別会計 －（資金不足なし） －（資金不足なし）

資金不足比率
資金不足比率は、各公営企業会計における資金不足額の事業規模に対する割合を示すもので、この指標が経営健
全化基準以上である場合は、当該比率を公表した年度の末日までに、「経営健全化計画」を定めなければなりませ
ん。
本県の平成29年度決算においては、いずれの会計も赤字額はなく、前年度に引き続き資金不足はありません。



第2 平成30年度上半期の予算補正について

一 一般会計予算

平成30年度当初における予算総額は、6,630億円でしたが、その後の予算補正事由に基づき、9月の第

295回定例会において予算補正を行ったことにより、上半期予算総額は6,653億9,556万9千円となり、前

年度上半期末予算総額と比較すると8.0％の減となっています。

今期における予算補正の状況及び9月補正後の性質別歳出予算の状況は、第9表から第11表までのとお

りです。
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（
第
9
表
）

歳
入

予
算

の
補

正
状

況
（
単
位
千
円
）

区
分

平
成
30
年
度

当
初
予
算
額

今
期

補
正

平
成
30
年
度
上
半
期
末

平
成
29
年
度
上
半
期
末

比
較

第
2
9
5
回

定
例
会

予
算

額 Ａ

構
成
比

予
算

額 Ｂ

構
成
比

Ａ
－

Ｂ Ｃ

Ｃ ― Ｂ
補
正
第
1
号

1
県

税

2
地
方
消
費
税
清
算
金

3
地

方
譲

与
税

4
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方
特
例
交
付
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付
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収
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収
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0
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0
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4
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0,
00
0

4,
78
7,
47
8

10
0,
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△
5,
08
6,
00
0

2,
39
5,
56
9

14
5,
03
0,
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（
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表
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歳
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予
算
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補

正
状

況
（
単
位
千
円
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区
分

平
成
30
年
度

当
初
予
算
額

今
期

補
正

平
成
30
年
度
上
半
期
末

平
成
29
年
度
上
半
期
末

比
較

第
2
9
5
回

定
例
会

予
算

額 Ａ

構
成
比

予
算

額 Ｂ

構
成
比

Ａ
－

Ｂ Ｃ

Ｃ ― Ｂ
補
正
第
1
号

1
議

会
費

2
総

務
費

3
民

生
費

4
環

境
保

健
費

5
労

働
費

6
農
林
水
産
業
費

7
商

工
費

8
土

木
費

9
警

察
費

10
教

育
費

11
災

害
復

旧
費

12
公

債
費

13
諸

支
出

金

14
予

備
費

歳
出

合
計

1,
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0,
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5

29
,7
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,9
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,6
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,6
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21
,5
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,4
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2,
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6,
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3
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,2
27
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3,
25
0

52
,9
55
,4
52

15
0,
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3
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,4
48

1,
65
1

2,
39
5,
56
9

1,
31
0,
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（第11表）

性 質 別 歳 出 予 算 の 状 況
（単位 千円）

区 分
平成30年度上半期末 平成29年度上半期末 比 較

予 算 額
Ａ

構成比 予 算 額
Ｂ

構成比 Ａ － Ｂ
Ｃ

Ｃ
―
Ｂ

1 人 件 費

2 物 件 費

3 維 持 補 修 費

4 扶 助 費

5 補 助 費 等

6 普 通 建 設 事 業 費

⑴ 補 助 事 業 費

⑵ 単 独 事 業 費

⑶ 国 直 轄 事 業 負 担 金

⑷ 受 託 事 業 費

7 災 害 復 旧 事 業 費

⑴ 補 助 事 業 費

⑵ 単 独 事 業 費

⑶ 国 直 轄 事 業 負 担 金

8 公 債 費

9 積 立 金

10 出 資 金

11 貸 付 金

12 繰 出 金

13 予 備 費

合 計

165,772,372

28,409,503

4,743,114

19,919,942

159,815,743

120,992,415

65,897,644

48,298,875

6,570,426

225,470

4,199,342

4,029,940

36,202

133,200

108,699,238

2,571,119

11,613

38,581,215

11,529,953

150,000

665,395,569

％
24.9

4.3

0.7

3.0

24.0

18.2

9.9

7.3

1.0

0.0

0.6

0.6

0.0

0.0

16.4

0.4

0.0

5.8

1.7

0.0

100.0

165,390,202

27,673,045

4,930,575

19,983,360

204,366,123

127,033,061

66,686,156

53,122,829

7,021,728

202,348

4,555,208

4,368,747

53,261

133,200

110,705,993

13,098,498

11,609

43,994,764

1,631,781

150,000

723,524,219

％
22.9

3.8

0.7

2.8

28.2

17.6

9.2

7.3

1.0

0.0

0.6

0.6

0.0

0.0

15.3

1.8

0.0

6.1

0.2

0.0

100.0

382,170

736,458

△187,461

△63,418

△44,550,380

△6,040,646

△788,512

△4,823,954

△451,302

23,122

△355,866

△338,807

△17,059

0

△2,006,755

△10,527,379

4

△5,413,549

9,898,172

0

△58,128,650

％
0.2

2.7

△3.8

△0.3

△21.8

△4.8

△1.2

△9.1

△6.4

11.4

△7.8

△7.8

△32.0

0.0

△1.8

△80.4

0.0

△12.3

606.6

0.0

△8.0



○ 補正予算の概要

⑴ 第295回定例会（平成30年9月）

公共事業及び国庫補助事業等について、国からの割当見込額等に基づき事業費の補正を行うととも

に、当初予算編成後の事態の推移等に対処し、「北海道・北東北の縄文遺跡群」の世界遺産登録に向

けた国際的な理解促進と気運醸成に要する経費、本県田子町及び岩手県二戸市の県境の産業廃棄物不

法投棄現場における追加の浄化対策に要する経費、東北観光復興対策交付金を活用した事業の実施に

要する経費等について、それぞれ所要の予算措置を講じました。

（予算計上の内容）
（単位 千円）

事 業 名 事 業 費 説 明

（企画政策部）

国際定期便・チャーター便誘

致促進事業費

23,074 国際定期便及びチャーター便の就航を促進するた

め、中国メディアや旅行エージェントと連携した情報

発信等を行うのに要する経費

青森・佐井航路維持事業費補

助

23,354 防災上の避難航路維持のため、地元市村が行う航路

運航事業者の欠損に対する支援に要する経費に対する

補助

ＪＯＭＯＮ世界遺産登録ス

テップアップ事業費

5,970 三内丸山遺跡をはじめとする「北海道・北東北の縄

文遺跡群」の世界遺産登録に向け、推薦書の英文表現

の磨き上げのための検討、国際的な気運醸成のための

講演・展示会等を行うのに要する経費

（環境生活部）

県境不法投棄対策事業費 7,182 本県田子町及び岩手県二戸市の県境の産業廃棄物不

法投棄現場における汚染地下水に係る追加の浄化対策

工事の設計等に要する経費

（健康福祉部）

大腸がん検診モデル事業費 14,051 本県のがん死亡率を特に押し上げている大腸がんに

係るがん検診受診率の向上を図るため、未受診者に対

する受診勧奨体制の構築に向けた取組みを実践すると

ともに、ハイリスク者に係るリスク検証を行うための

内視鏡検査を実施するのに要する経費
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事 業 名 事 業 費 説 明

地域医療介護総合確保対策事

業費

10,500 地域における医療及び介護の総合的な確保を図るた

め、病床の機能分化・連携の推進や医療・介護従事者

の確保・養成、介護施設等の整備、在宅医療提供体制

の構築に係る取組みを充実・強化するのに要する経費

待機児童対策協議会運営費 502 待機児童の解消及び満足度の高い保育の提供に向け

た取組みを検討するための協議会の設置・運営に要す

る経費

（農林水産部）

農畜産物輸出拡大施設整備事

業費補助

225,000 米の輸出拡大を図るため、精米施設を整備するのに

要する経費に対する補助

（県土整備部）

新青森県総合運動公園陸上競

技場備品購入費（債務負担行

為）

債務負担
行為設定
額
359,286

第1種公認陸上競技場の公認検定に必要な陸上競技

用備品の購入に要する経費

（観光国際戦略局）

台湾冬季誘客緊急対策事業費 5,058 台湾からの冬季の誘客拡大を図るため、現地旅行

エージェントの招請により旅行商品の造成を促進する

とともに、食に関する有名ブロガーの招請を通じて本

県の食の魅力を発信するのに要する経費

スポーツファン等向けインバ

ウンド誘客推進事業費

8,327 2019年のラグビーワールドカップ日本開催を契機と

した誘客拡大を図るため、イギリス及びオーストラリ

アのスポーツ雑誌等を活用した情報発信や現地旅行

エージェント等へのセールス活動を行うのに要する経

費

中国冬季スポーツツーリズム

誘客推進事業費

7,874 2022年の北京冬季オリンピック開催に向け国を挙げ

てウィンタースポーツ活性化に取り組んでいる中国か

らの誘客拡大を図るため、アイスホッケー及びスキー

関係者の招請により合宿誘致等を促進するのに要する

経費
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事 業 名 事 業 費 説 明

青森工芸品海外情報発信事業

費

2,100 県内工芸品の海外販路開拓を推進するため、フラン

スで開催される「ジャポニスム2018」で工芸品の展示

や製作体験等を通じた魅力発信を行うのに要する経費
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二 特別会計予算

平成30年度当初における予算総額は、3,244億1,587万円でしたが、その後の予算補正事由に基づき、9

月の第295回定例会において予算補正を行ったことにより、上半期予算総額は3,242億3,355万1千円とな

り、前年度上半期末予算総額と比較すると65.6％の増となっています。

今期における予算補正の状況は、第12表のとおりです。
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（
第
12
表
）

特
別

会
計

予
算

の
補

正
状

況
（
単
位
千
円
）

区
分

平
成
30
年
度

当
初
予
算
額

今
期
補
正

平
成
30
年
度
上
半
期
末

平
成
29
年
度
上
半
期
末

比
較

第
2
9
5
回

定
例
会

予
算

額

Ａ

構
成
比

予
算

額

Ｂ

構
成
比

Ａ
－

Ｂ

Ｃ

Ｃ ― Ｂ

1
公

債
費

特
別

会
計

2
療
育
福
祉
・
医
療
療
育

セ
ン
タ
ー
特
別
会
計

3
港
湾
整
備
事
業
特
別
会
計

4
証

紙
特

別
会

計

5
管

理
特

別
会

計

6
公
共
用
地
先
行
取
得
事
業
特
別
会
計

7
下
水
道
事
業
特
別
会
計

8
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

9
鉄
道
施
設
事
業
特
別
会
計

10
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

11
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

12
小
規
模
企
業
者
等
設
備

導
入
資
金
特
別
会
計

13
林

業
・
木

材
産

業
改
善
資
金
特
別
会
計

14
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計

就
農
支
援
資
金
特
別
会
計

合
計

17
5,
67
4,
23
1

1,
92
3,
95
5

52
7,
98
1

2,
36
9,
60
0

21
8,
48
5

13
0,
00
0

4,
75
6,
23
6

17
7,
07
1

5,
70
6,
03
1

13
0,
03
7,
12
6

27
2,
48
3

2,
39
1,
00
0

99
,2
00

13
2,
47
1

32
4,
41
5,
87
0

72
,1
22

20
,0
00

△
27
5,
62
9

1,
18
8

△
18
2,
31
9

17
5,
67
4,
23
1

1,
92
3,
95
5

60
0,
10
3

2,
36
9,
60
0

21
8,
48
5

15
0,
00
0

4,
48
0,
60
7

17
7,
07
1

5,
70
6,
03
1

13
0,
03
8,
31
4

27
2,
48
3

2,
39
1,
00
0

99
,2
00

13
2,
47
1

32
4,
23
3,
55
1

％
54
.2 0.
6

0.
2

0.
7

0.
1

0.
0

1.
4

0.
1

1.
8

40
.1 0.
1

0.
7

0.
0

0.
0

10
0.
0

17
1,
74
6,
99
4

1,
94
3,
37
6

1,
81
6,
24
9

2,
42
4,
33
0

22
5,
21
0

4,
32
4,
41
5

17
3,
79
1

5,
35
0,
64
7

26
3,
89
1

7,
22
7,
83
1

73
,4
51

13
2,
41
5

71
,2
48

19
5,
77
3,
84
8

％
87
.7 1.
0

0.
9

1.
2

0.
1

2.
2

0.
1

2.
7

0.
1

3.
7

0.
1

0.
1

0.
1

10
0.
0

3,
92
7,
23
7

△
19
,4
21

△
1,
21
6,
14
6

△
54
,7
30

△
6,
72
5

15
0,
00
0

15
6,
19
2

3,
28
0

35
5,
38
4

13
0,
03
8,
31
4

8,
59
2

△
4,
83
6,
83
1

25
,7
49 56

△
71
,2
48

12
8,
45
9,
70
3

％ 2.
3

△
1.
0

△
67
.0

△
2.
3

△
3.
0

皆
増 3.
6

1.
9

6.
6

皆
増 3.
3

△
66
.9

35
.1 0.
0

皆
減

65
.6



第3 県債及び一時借入金の現在高の状況について

一 県 債

学校、公営住宅等の建設、河川、港湾、漁港等の整備、災害復旧等のように一時的に多額の資金を必要

とする事業を行う場合には、これらの施設等を利用する将来の県民との間で負担の公平化を図り、財源を

確保するため、県債を充てることが認められています。

平成30年度上半期における県債の発行額は223億2,500万円で、平成30年9月30日における県債の現在高

は、1兆1,084億5,265万円となっています。

第5図

県 債 の 目 的 別 構 成 内 訳

（平成30年9月30日現在）
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二 一 時 借 入 金

一時借入金は、歳出予算に計上された経費の支出に当たって、歳計現金が不足する場合に、あらかじめ

議会の議決を得た最高限度額の範囲内で一時的に借り入れる金銭です。平成30年度の上半期における借入

状況は、次のとおり、借入額、返済額ともにありませんでした。

― 33 ―

（第13表）

一 時 借 入 金 の 状 況
（単位 千円）

月 別 借 入 額 返 済 額 月 末 残 高

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

（注）毎月の借入額及び返済額は、それぞれ毎日の借入額及び返済額の累計額です。



第4 収入及び支出の状況について

平成30年度上半期における一般会計及び特別会計の月別の収支状況は、第14表から第17表までのとおりで

す。
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（
第
14
表
）

一
般

会
計

収
入

状
況

（
単
位
千
円
）

区
分

予
算
現
額 Ａ

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

1
県

税

2
地

方
消

費
税

清
算

金

3
地

方
譲

与
税

4
地

方
特

例
交

付
金

5
地

方
交

付
税

6
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

7
分

担
金

及
び

負
担

金

8
使

用
料

及
び

手
数

料

9
国

庫
支

出
金

10
財

産
収

入

11
寄

附
金

12
繰

入
金

13
繰

越
金

14
諸

収
入

15
県

債

計

14
5,
03
0,
86
1

51
,4
19
,2
26

22
,0
93
,9
20

43
4,
88
1

20
6,
85
9,
00
0

38
2,
31
0

3,
54
3,
59
9

8,
23
7,
55
9

12
3,
25
8,
73
1

1,
08
3,
78
5

3,
62
4

9,
77
1,
22
2

13
,0
06
,4
43

46
,1
59
,6
96

83
,2
70
,0
40

71
4,
55
4,
89
7

4,
53
2,
79
8 0 0

21
7,
44
1

52
,4
98
,4
45 0

6,
14
2

39
9,
61
5

1,
60
8,
63
2

99
,6
76

1,
55
4

16
2,
28
3 0

34
9,
12
5 0

59
,8
75
,7
11

5,
36
9,
13
5

11
,9
93
,0
22

1,
27
4,
62
8 0 0 0

80
,2
27

95
2,
72
3

4,
20
3,
14
5

57
,2
06 35
0

39
,3
00 0

56
6,
50
3

2,
50
0,
00
0

27
,0
36
,2
39

31
,3
30
,8
54 0

80
7,
13
9 0

52
,4
98
,4
45 0

1,
59
5

84
5,
65
8

4,
70
1,
85
8

12
5,
26
0

2,
32
8

10
,2
08 0

53
1,
30
6 0

90
,8
54
,6
51

13
,7
91
,3
94 0 0 0 0 0

1,
04
4

41
2,
42
8

3,
44
5,
93
8

38
,6
02 29
6 0

14
,0
33
,3
81

52
9,
49
5 0

32
,2
52
,5
78

7,
37
4,
80
5

15
,4
98
,3
54

3,
96
9,
53
4 0 0 0

1,
21
2

44
0,
96
6

4,
02
9,
22
2

33
,2
74

1,
01
5

40
,4
17 0

64
9,
24
8 0

32
,0
38
,0
47

12
,2
75
,2
66 0

29
,9
20

23
4,
19
9

55
,6
14
,4
93

17
0,
99
7

1,
07
0

1,
00
9,
13
7

5,
65
5,
34
2

53
,9
24 30

6,
46
8 0

44
4,
42
7 0

75
,4
95
,2
73

74
,6
74
,2
52

27
,4
91
,3
76

6,
08
1,
22
1

45
1,
64
0

16
0,
61
1,
38
3

17
0,
99
7

91
,2
90

4,
06
0,
52
7

23
,6
44
,1
37

40
7,
94
2

5,
57
3

25
8,
67
6

14
,0
33
,3
81

3,
07
0,
10
4

2,
50
0,
00
0

31
7,
55
2,
49
9

70
,3
56
,6
09

23
,9
27
,8
50

16
,0
12
,6
99

△
16
,7
59

46
,2
47
,6
17

21
1,
31
3

3,
45
2,
30
9

4,
17
7,
03
2

99
,6
14
,5
94

67
5,
84
3

△
1,
94
9

9,
51
2,
54
6

△
1,
02
6,
93
8

43
,0
89
,5
92

80
,7
70
,0
40

39
7,
00
2,
39
8
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（
第
15
表
）

一
般

会
計

支
出

状
況

（
単
位
千
円
）

区
分

予
算
現
額 Ａ

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

1
議

会
費

2
総

務
費

3
民

生
費

4
環

境
保

健
費

5
労

働
費

6
農

林
水

産
業

費

7
商

工
費

8
土

木
費

9
警

察
費

10
教

育
費

11
災

害
復

旧
費

12
公

債
費

13
諸

支
出

金

14
予

備
費

計

1,
31
0,
36
5

34
,9
25
,6
12

98
,8
00
,2
20

21
,6
68
,7
77

2,
51
4,
51
9

61
,9
55
,6
33

60
,8
64
,7
02

96
,2
80
,1
59

30
,9
82
,4
12

13
8,
83
6,
95
8

4,
51
7,
75
7

10
8,
81
3,
25
0

52
,9
55
,4
52

12
9,
08
1

71
4,
55
4,
89
7

62
,0
91

1,
69
6,
05
5

7,
43
8,
14
5

67
3,
44
5

61
,9
32

2,
91
9,
77
8

27
,9
79
,7
50

3,
95
3,
05
2

1,
34
0,
89
0

6,
45
8,
46
3 0

1,
37
4,
64
1 0 0

53
,9
58
,2
42

11
1,
92
8

3,
47
4,
05
4

5,
75
7,
23
9

76
9,
37
7

92
,5
37

1,
29
1,
18
0

86
7,
84
8

2,
89
0,
37
6

1,
58
8,
34
3

6,
83
9,
63
5

19
,8
92

18
,8
99
,0
90

5,
71
2,
39
4 0

48
,3
13
,8
93

15
3,
34
5

2,
16
6,
70
5

5,
86
6,
22
2

1,
17
5,
14
5

14
2,
25
9

2,
21
5,
49
8

80
7,
13
7

3,
67
5,
50
2

3,
60
9,
28
9

17
,4
83
,1
91

48
,9
42

4,
43
7,
96
6

6,
02
6,
26
3 0

47
,8
07
,4
64

97
,2
47

1,
90
4,
18
5

5,
94
0,
49
0

1,
17
3,
42
5

10
1,
66
8

3,
45
8,
71
4

1,
26
7,
82
3

3,
38
3,
15
9

1,
83
2,
25
7

8,
67
8,
54
1

10
3,
83
3

59
7,
31
5 0 0

28
,5
38
,6
57

91
,1
51

1,
15
5,
71
3

5,
81
4,
28
2

86
1,
02
1

17
3,
21
5

3,
72
1,
58
9

1,
18
1,
97
1

3,
72
6,
96
7

1,
86
0,
70
7

8,
20
3,
46
1

15
,2
96

4,
13
9,
21
7

7,
23
4,
80
4 0

38
,1
79
,3
94

79
,8
18

1,
09
9,
47
7

6,
25
0,
37
1

2,
45
6,
35
7

10
5,
66
6

2,
99
8,
96
9

79
2,
85
6

3,
56
9,
89
4

1,
96
6,
68
8

10
,0
67
,0
54

6,
66
2

16
,5
25
,0
77

7,
78
3,
44
3 0

53
,7
02
,3
32

59
5,
58
0

11
,4
96
,1
89

37
,0
66
,7
49

7,
10
8,
77
0

67
7,
27
7

16
,6
05
,7
28

32
,8
97
,3
85

21
,1
98
,9
50

12
,1
98
,1
74

57
,7
30
,3
45

19
4,
62
5

45
,9
73
,3
06

26
,7
56
,9
04 0

27
0,
49
9,
98
2

71
4,
78
5

23
,4
29
,4
23

61
,7
33
,4
71

14
,5
60
,0
07

1,
83
7,
24
2

45
,3
49
,9
05

27
,9
67
,3
17

75
,0
81
,2
09

18
,7
84
,2
38

81
,1
06
,6
13

4,
32
3,
13
2

62
,8
39
,9
44

26
,1
98
,5
48

12
9,
08
1

44
4,
05
4,
91
5
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（
第
16
表
）

特
別

会
計

収
入

状
況

（
単
位
千
円
）

区
分

予
算
現
額 Ａ

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

1
公

債
費

特
別

会
計

2
療
育
福
祉
・
医
療
療
育

セ
ン

タ
ー

特
別

会
計

3
港
湾
整
備
事
業
特
別
会
計

4
証

紙
特

別
会

計

5
管

理
特

別
会

計

6
公
共
用
地
先
行
取
得
事
業
特
別
会
計

7
下
水
道
事
業
特
別
会
計

8
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

9
鉄
道
施
設
事
業
特
別
会
計

10
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

11
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

12
小
規
模
企
業
者
等
設
備

導
入

資
金

特
別

会
計

13
林

業
・

木
材

産
業

改
善

資
金

特
別

会
計

14
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計

計

17
5,
67
4,
23
1

1,
92
3,
95
5

1,
30
6,
64
5

2,
36
9,
60
0

21
8,
48
5

13
0,
00
0

5,
45
1,
35
5

18
2,
51
5

5,
75
6,
79
1

13
0,
03
7,
12
6

27
2,
48
3

2,
39
1,
00
0

99
,2
00

13
2,
47
1

32
5,
94
5,
85
7

1,
37
4,
64
1

22
6,
61
5

10
1,
73
1

26
2,
68
1

8,
99
6 0 39 50
5

59
9,
15
4

14
,2
46
,8
91

3,
79
9

20
,3
04 23
2 8

16
,8
45
,5
96

65
,5
58
,2
66

29
8,
70
8

51
,0
57

19
4,
74
2 74 0

34
1,
67
2

25
,0
01

32
,8
31

8,
69
9,
19
5

35
,6
52 70 84

32
,1
84

75
,2
69
,5
36

4,
43
7,
51
2

29
7,
07
5

30
,7
26

19
1,
87
2

55
,4
04

7,
00
0

73
7,
89
2

7,
42
7 1

8,
90
5,
65
8

18
,5
39

77
,4
56 0 14

14
,7
66
,5
76

59
7,
26
3

11
8,
67
1

69
,3
33

34
7,
65
0

11
4,
17
3

41
,0
00

29
4,
80
7

29
,9
32

77
8,
28
3

7,
13
7,
82
2

44
2,
46
2

4,
89
1,
80
6

33
8,
67
2

21
6,
55
5

15
,4
18
,4
29

4,
13
9,
17
1

98
,8
07

35
,8
66

18
0,
59
8

7,
47
7 0

40
7,
01
1

11
,0
83 0

9,
34
3,
19
2

20
,8
80 50 42

8,
67
1

14
,2
52
,8
48

16
,5
25
,0
48

89
,6
13

36
,2
79

18
3,
32
3

7,
36
6 0

19
7,
18
6

11
,2
51 40
3

15
,6
43
,9
92

19
,1
44

13
,3
81 42 0

32
,7
27
,0
28

92
,6
31
,9
01

1,
12
9,
48
9

32
4,
99
2

1,
36
0,
86
6

19
3,
49
0

48
,0
00

1,
97
8,
60
7

85
,1
99

1,
41
0,
67
2

63
,9
76
,7
50

54
0,
47
6

5,
00
3,
06
7

33
9,
07
2

25
7,
43
2

16
9,
28
0,
01
3

83
,0
42
,3
30

79
4,
46
6

98
1,
65
3

1,
00
8,
73
4

24
,9
95

82
,0
00

3,
47
2,
74
8

97
,3
16

4,
34
6,
11
9

66
,0
60
,3
76

△
26
7,
99
3

△
2,
61
2,
06
7

△
23
9,
87
2

△
12
4,
96
1

15
6,
66
5,
84
4
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（
第
17
表
）

特
別

会
計

支
出

状
況

（
単
位
千
円
）

区
分

予
算
現
額 Ａ

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

1
公

債
費

特
別

会
計

2
療
育
福
祉
・
医
療
療
育

セ
ン

タ
ー

特
別

会
計

3
港
湾
整
備
事
業
特
別
会
計

4
証

紙
特

別
会

計

5
管

理
特

別
会

計

6
公
共
用
地
先
行
取
得
事
業
特
別
会
計

7
下
水
道
事
業
特
別
会
計

8
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

9
鉄
道
施
設
事
業
特
別
会
計

10
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

11
母
子
父
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

12
小
規
模
企
業
者
等
設
備

導
入

資
金

特
別

会
計

13
林
業
・
木
材
産
業
改
善

資
金

特
別

会
計

14
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計

計

17
5,
67
4,
23
1

1,
92
3,
95
5

1,
30
6,
64
5

2,
36
9,
60
0

21
8,
48
5

13
0,
00
0

5,
45
1,
35
5

18
2,
51
5

5,
75
6,
79
1

13
0,
03
7,
12
6

27
2,
48
3

2,
39
1,
00
0

99
,2
00

13
2,
47
1

32
5,
94
5,
85
7

1,
37
4,
64
1

10
1,
73
1

1,
12
9 61 40
0 0

6,
05
1

20
9

27
,1
27

91
9,
27
6

27
,7
79 54
7 0 0

2,
45
8,
95
1

65
,5
58
,2
66

12
5,
92
2

32
,9
22

23
3,
96
8

22
,0
36 0

40
3,
36
0

18
,0
19

1,
38
6,
15
7

10
,6
47
,9
45

4,
60
6

16
,3
37 0 0

78
,4
49
,5
38

4,
43
7,
51
2

25
4,
88
6

91
,9
84

19
6,
98
1

8,
52
6 0

26
8,
31
0

5,
94
8

22
,9
21

10
,0
98
,0
69

2,
19
2

40
,1
98 12

4,
53
9

15
,4
32
,0
78

59
7,
26
3

13
2,
27
0

15
8,
99
0

18
9,
73
7

27
,9
63

7,
61
3

16
3,
43
1

19
,8
46

4,
35
3

10
,2
33
,7
17

32
,2
00 72
5 82 30

11
,5
68
,2
20

4,
13
9,
17
1

12
8,
54
2

32
,1
84

19
7,
14
9

13
,3
43

5,
18
5

75
,8
34 62
7

12
3,
25
4

10
,1
24
,7
76 94
9

19
,8
07 45 30

14
,8
60
,8
96

16
,5
25
,0
48

13
9,
76
3

44
7,
31
0

18
3,
25
1

9,
33
4

6,
51
7

57
0,
73
7

30
3

1,
09
4,
91
4

10
,3
11
,5
76 28
2

60
0 4 0

29
,2
89
,6
39

92
,6
31
,9
01

88
3,
11
4

76
4,
51
9

1,
00
1,
14
7

81
,6
02

19
,3
15

1,
48
7,
72
3

44
,9
52

2,
65
8,
72
6

52
,3
35
,3
59

68
,0
08

78
,2
14 14
3

4,
59
9

15
2,
05
9,
32
2

83
,0
42
,3
30

1,
04
0,
84
1

54
2,
12
6

1,
36
8,
45
3

13
6,
88
3

11
0,
68
5

3,
96
3,
63
2

13
7,
56
3

3,
09
8,
06
5

77
,7
01
,7
67

20
4,
47
5

2,
31
2,
78
6

99
,0
57

12
7,
87
2

17
3,
88
6,
53
5



第5 県有財産の現在高の状況について

平成30年3月末日における県有財産の状況は、次のとおりです。

― 39 ―

（第18表）

県 有 財 産 の 現 在 高
（平成30年3月31日現在）

区 分 単 位 行 政 財 産 普 通 財 産 計

土 地

建 物

山 林（立木の蓄積量）

山 林

船 舶

浮 標

航 空 機

物 権（地 上 権）

有 価 証 券

出 資 に よ る 権 利

㎡

㎡

㎥

㎡

隻（総ｔ）

基

機

㎡

円

円

24,634,134.17

1,940,877.07

1,481,065.86

12,075,263.00

4（961.00）

7

1

162,748,952.44

0

0

5,691,592.83

149,627.17

0

0

0

0

0

28,744.00

1,867,207,440

58,638,930,821

30,325,727.00

2,090,504.24

1,481,065.86

12,075,263.00

4（961.00）

7

1

162,777,696.44

1,867,207,440

58,638,930,821



第6 公営企業の業務状況について

県が独立採算制を原則とする企業的色彩の強い事業を実施する場合は、法令により企業会計を設けて経理

しています。

県には病院事業及び工業用水道事業の2企業会計があります。

企業会計には、公共の福祉の増進を目的とするとともに企業の経済性を発揮することが要請されており、

その経理の方式も、事業活動によって生ずる料金等の収益や人件費、物件費その他の諸経費等については

「収益的収支」として、施設、設備等の整備に関する収支については「資本的収支」として区分経理し、ま

た、すべての収益及び費用をその発生の事実に基づいて経理する発生主義を採用する等の点で、一般会計や

特別会計と異なっています。

なお、各企業会計の「平成29年度決算の状況」において記述している損益計算上の収入及び支出の金額

と、付表「収益的収入及び支出」中の決算額の金額が一致していないのは、消費税及び地方消費税によるも

のです。
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一 青森県病院事業会計

1 平成29年度決算の状況

当年度の診療実績による延べ患者数は、中央病院では入院209,409人、外来313,254人で合計522,663人

であり、つくしが丘病院では入院40,035人、外来29,755人で合計69,790人でありました。

この結果、入院における病床利用率は、中央病院では83.9％、つくしが丘病院では47.7％となり、外

来の1日平均患者数は、中央病院では1,284人、つくしが丘病院では122人でありました。

また、平均在院日数は、中央病院では一般病床12.6日、感染症病床0.0日、つくしが丘病院では143.3

日となり、病床回転率は、中央病院では一般病床28.89回転、感染症病床0.0回転、つくしが丘病院では

2.55回転となりました。

これを前年度と比較しますと、延べ患者数は、入院では、中央病院が3,429人（1.6％）の減少、つく

しが丘病院が1,575人（4.1％）の増加、外来では、中央病院が4,148人（1.3％）の減少、つくしが丘病

院が836人（2.9％）の増加となり、病床利用率は、中央病院が0.1ポイントの減少、つくしが丘病院が

1.9ポイントの増加となり、外来の1日平均患者数は、中央病院が22人（1.7％）の減少、つくしが丘病

院が3人（2.5％）の増加となり、また、平均在院日数は、中央病院では一般病床が0.6日の減少、つく

しが丘病院では1.7日の減少となり、病床回転率は、中央病院では一般病床が1.33ポイントの増加、つ

くしが丘病院では0.03ポイントの増加となりました。

一方、経営収支の状況をみますと、中央病院においては、事業収益27,974,082千円、事業費用

25,923,680千円となり、差引き2,050,402千円の単年度純利益を生じ、つくしが丘病院においては、事業

収益1,783,603千円、事業費用1,532,343千円となり、差引き251,260千円の単年度純利益を生じ、その結

果、病院事業会計としては、2,301,662千円の単年度純利益を生じ、前年度と比較しますと、1,359,831

千円の増加となりました。

次に、建設改良の状況についてみますと、中央病院では、院舎及び医療器械等の整備充実を図るため

1,043,322千円の事業を行い、つくしが丘病院では、医療器械等の整備充実を図るため3,403千円の事業

を行いました。

これらの財源としては、企業債及び負担金等を充当しました。
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（
第
19
表
）

患
者

数
と

病
床

利
用

率
等

区
分

中
央

病
院

つ
く

し
が

丘
病

院
備

考
延

べ
患
者
数

(人
)

1
日
平
均

患
者
数
(人
)
病
床
数
(床
)

病
床

利
用
率
(％
)

平
均

在
院
日
数

(日
)

病
床

回
転
率

(回
転
)

延
べ

患
者
数
(人
)

1
日
平
均

患
者
数
(人
)
病
床
数
(床
)

病
床

利
用
率
(％
)

平
均

在
院
日
数

(日
)

病
床

回
転
率

(回
転
)

入 院

29
年

度
20
9,
40
9

57
4

68
4

83
.9

12
.6

28
.8
9

40
,0
35

11
0

23
0

47
.7

14
3.
3

2.
55

診
療
稼
働
日
数

29
年
度
36
5日

28
年
度
36
5日

28
年

度
21
2,
83
8

58
3

69
4

84
.0

13
.2

27
.5
6

38
,4
60

10
5

23
0

45
.8

14
5.
0

2.
52

増
減

△
3,
42
9

△
9

△
10

△
0.
1

△
0.
6

1.
33

1,
57
5

5
0

1.
9

△
1.
7

0.
03

比
率

％
98
.4

98
.5

98
.6

99
.8

95
.5

10
4.
8

10
4.
1

10
4.
8

10
0.
0

10
4.
1

98
.8

10
1.
2

一 般

29
年
度

20
9,
40
9

57
4

67
9

84
.5

12
.6

28
.8
9

－
－

－
－

－
－

28
年
度

21
2,
83
8

58
3

68
9

84
.6

13
.2

27
.5
6

－
－

－
－

－
－

増
減

△
3,
42
9

△
9

△
10

△
0.
1

△
0.
6

1.
33

－
－

－
－

－
－

比
率
％

98
.4

98
.5

98
.5

99
.9

95
.5

10
4.
8

－
－

－
－

－
－

感 染 症

29
年
度

0
0

5
0.
0

0.
0

0.
00

－
－

－
－

－
－

28
年
度

0
0

5
0.
0

0.
0

0.
00

－
－

－
－

－
－

増
減

0
0

0
0.
0

0.
0

0.
00

－
－

－
－

－
－

比
率
％

0.
0

0.
0

10
0.
0

0.
0

0.
0

0.
00

－
－

－
－

－
－

精 神

29
年
度

－
－

－
－

－
－

40
,0
35

11
0

23
0

47
.7

14
3.
3

2.
55

28
年
度

－
－

－
－

－
－

38
,4
60

10
5

23
0

45
.8

14
5.
0

2.
52

増
減

－
－

－
－

－
－

1,
57
5

5
0

1.
9

△
1.
7

0.
03

比
率
％

－
－

－
－

－
－

10
4.
1

10
4.
8

10
0.
0

10
4.
1

98
.8

10
1.
2

外 来

29
年

度
31
3,
25
4

1,
28
4

－
－

－
－

29
,7
55

12
2

－
－

－
－
診
療
稼
働
日
数

29
年
度
24
4日

28
年
度
24
3日

28
年

度
31
7,
40
2

1,
30
6

－
－

－
－

28
,9
19

11
9

－
－

－
－

増
減

△
4,
14
8

△
22

－
－

－
－

83
6

3
－

－
－

－
比

率
％

98
.7

98
.3

－
－

－
－

10
2.
9

10
2.
5

－
－

－
－

合 計

29
年

度
52
2,
66
3

－
－

－
－

－
69
,7
90

－
－

－
－

－
28

年
度

53
0,
24
0

－
－

－
－

－
67
,3
79

－
－

－
－

－
増

減
△
7,
57
7

－
－

－
－

－
2,
41
1

－
－

－
－

－
比

率
％

98
.6

－
－

－
－

－
10
3.
6

－
－

－
－

－



― 43 ―

（
第
20
表
）

収
益

的
収

入
及

び
支

出

収
入

（
単
位
円
）

区
分

予
算

額

決
算

額
予
算
額
に
比
べ

決
算
額
の
増
減

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

地
方
公
営
企
業
法
第

24
条
第
3
項
の
規
定

に
よ
る
支
出
額
に
係

る
財
源
充
当
額

合
計

第
1
款
中

央
病

院
事

業
収

益

第
1
項
医

業
収

益

第
2
項
医

業
外

収
益

第
3
項
特

別
利

益

第
2
款
つ
く
し
が
丘
病
院
事
業
収
益

第
1
項
医

業
収

益

第
2
項
医

業
外

収
益

26
,3
81
,9
81
,0
00

23
,0
81
,0
65
,0
00

3,
30
0,
91
6,
00
0 0

1,
70
1,
91
2,
00
0

1,
03
0,
37
3,
00
0

67
1,
53
9,
00
0

18
,7
57
,0
00 0

18
,7
57
,0
00 0

1,
32
9,
00
0 0

1,
32
9,
00
0

0 0 0 0 0 0 0

26
,4
00
,7
38
,0
00

23
,0
81
,0
65
,0
00

3,
31
9,
67
3,
00
0 0

1,
70
3,
24
1,
00
0

1,
03
0,
37
3,
00
0

67
2,
86
8,
00
0

28
,0
16
,9
69
,4
55

22
,5
16
,2
16
,9
31

3,
50
0,
75
2,
52
4

2,
00
0,
00
0,
00
0

1,
78
5,
91
7,
24
7

1,
10
2,
18
1,
07
9

68
3,
73
6,
16
8

1,
61
6,
23
1,
45
5

△
56
4,
84
8,
06
9

18
1,
07
9,
52
4

2,
00
0,
00
0,
00
0

82
,6
76
,2
47

71
,8
08
,0
79

10
,8
68
,1
68
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支
出

（
単
位
円
）

区
分

予
算

額

決
算
額

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
第
2

項
の
規
定

に
よ
る
繰

越
額

不
用
額

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額
予
備
費

支
出
額

流
用

増
減
額

地
方
公
営

企
業
法
第

24
条
第
3

項
の
規
定

に
よ
る
支

出
額

小
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
第
2

項
の
規
定

に
よ
る
繰

越
額

合
計

第
1
款
中
央
病
院
事
業
費
用

第
1
項
医

業
費

用

第
2
項
医
業
外
費
用

第
3
項
予

備
費

第
2
款
つ
く
し
が
丘
病
院

事
業

費
用

第
1
項
医

業
費

用

第
2
項
医
業
外
費
用

第
3
項
予

備
費

26
,5
98
,8
14
,0
00

26
,2
74
,1
92
,0
00

31
4,
62
2,
00
0

10
,0
00
,0
00

1,
73
8,
13
8,
00
0

1,
72
8,
85
0,
00
0

8,
28
8,
00
0

1,
00
0,
00
0

11
2,
76
4,
00
0

12
3,
48
4,
00
0

△
10
,7
20
,0
00 0

△
53
,6
27
,0
00

△
53
,4
71
,0
00

△
15
6,
00
0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0

△
81
,3
10
,0
00

81
,3
10
,0
00 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

26
,7
11
,5
78
,0
00

26
,3
16
,3
66
,0
00

38
5,
21
2,
00
0

10
,0
00
,0
00

1,
68
4,
51
1,
00
0

1,
67
5,
37
9,
00
0

8,
13
2,
00
0

1,
00
0,
00
0

0 0 0 0 0 0 0 0

26
,7
11
,5
78
,0
00

26
,3
16
,3
66
,0
00

38
5,
21
2,
00
0

10
,0
00
,0
00

1,
68
4,
51
1,
00
0

1,
67
5,
37
9,
00
0

8,
13
2,
00
0

1,
00
0,
00
0

25
,3
57
,2
09
,7
20

25
,0
45
,6
03
,3
89

31
1,
60
6,
33
1 0

1,
53
4,
35
9,
50
8

1,
52
9,
51
4,
57
4

4,
84
4,
93
4 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1,
35
4,
36
8,
28
0

1,
27
0,
76
2,
61
1

73
,6
05
,6
69

10
,0
00
,0
00

15
0,
15
1,
49
2

14
5,
86
4,
42
6

3,
28
7,
06
6

1,
00
0,
00
0
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（
第
21
表
）

資
本

的
収

入
及

び
支

出

収
入

（
単
位
円
）

区
分

予
算

額

決
算

額

予
算
額
に
比

べ
決
算
額
の

増
減

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

小
計

地
方
公
営
企
業

法
第
26
条
の
規

定
に
よ
る
繰
越

額
に
係
る
財
源

充
当
額

継
続
費
逓
次
繰

越
額
に
係
る
財

源
充
当
額

合
計

第
1
款

中
央
病
院
資
本
的
収
入

第
1
項

負
担

金

第
2
項

企
業

債

第
3
項
補

助
金

第
4
項
固
定
資
産
売
却
代
金

第
2
款
つ
く
し
が
丘
病
院
資
本
的
収
入

第
1
項
負

担
金

第
2
項
企

業
債

1,
51
0,
28
7,
00
0

62
5,
15
3,
00
0

88
0,
00
0,
00
0

5,
13
4,
00
0 0

3,
65
4,
00
0

1,
65
4,
00
0

2,
00
0,
00
0

△
1,
65
9,
00
0

△
82
9,
00
0 0

△
83
0,
00
0 0 0 0 0

1,
50
8,
62
8,
00
0

62
4,
32
4,
00
0

88
0,
00
0,
00
0

4,
30
4,
00
0 0

3,
65
4,
00
0

1,
65
4,
00
0

2,
00
0,
00
0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1,
50
8,
62
8,
00
0

62
4,
32
4,
00
0

88
0,
00
0,
00
0

4,
30
4,
00
0 0

3,
65
4,
00
0

1,
65
4,
00
0

2,
00
0,
00
0

1,
39
8,
83
0,
04
0

62
3,
95
9,
54
0

77
0,
00
0,
00
0

4,
14
3,
00
0

72
7,
50
0

3,
65
0,
58
0

1,
65
0,
58
0

2,
00
0,
00
0

△
10
9,
79
7,
96
0

△
36
4,
46
0

△
11
0,
00
0,
00
0

△
16
1,
00
0

72
7,
50
0

△
3,
42
0

△
3,
42
0 0
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支
出

（
単
位
円
）

区
分

予
算

額

決
算
額

翌
年
度
繰
越
額

不
用
額

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

流
用

増
減
額

小
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
の
規

定
に
よ
る

繰
越
額

継
続
費

逓
次
繰

越
額

合
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
の
規

定
に
よ
る

繰
越
額

継
続
費

逓
次
繰

越
額

合
計

第
1
款
中
央
病
院
資
本
的
支
出

第
1
項
建
設
改
良
費

第
2
項
企
業
債
償
還
金

第
3
項
他
会
計
か
ら
の

長
期
借
入
金
償
還
金

第
2
款
つ
く
し
が
丘
病
院

資
本
的
支
出

第
1
項
建
設
改
良
費

第
2
項
企
業
債
償
還
金

2,
15
6,
41
8,
00
0

1,
14
4,
22
8,
00
0

91
2,
19
0,
00
0

10
0,
00
0,
00
0

3,
65
4,
00
0

3,
40
6,
00
0

24
8,
00
0

51
5,
97
1,
00
0

51
5,
97
1,
00
0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

2,
67
2,
38
9,
00
0

1,
66
0,
19
9,
00
0

91
2,
19
0,
00
0

10
0,
00
0,
00
0

3,
65
4,
00
0

3,
40
6,
00
0

24
8,
00
0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

2,
67
2,
38
9,
00
0

1,
66
0,
19
9,
00
0

91
2,
19
0,
00
0

10
0,
00
0,
00
0

3,
65
4,
00
0

3,
40
6,
00
0

24
8,
00
0

2,
05
5,
51
1,
64
6

1,
04
3,
32
2,
37
3

91
2,
18
9,
27
3

10
0,
00
0,
00
0

3,
65
0,
58
0

3,
40
3,
08
0

24
7,
50
0

61
0, 9
16
,0
00

61
0, 9
16
,0
00 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

61
0, 9
16
,0
00

61
0, 9
16
,0
00 0 0 0 0 0

5, 9
61
,3
54

5, 9
60
,6
27 72
7 0

3,
42
0

2,
92
0

50
0

（
注
）
中
央
病
院
資
本
的
収
入
額
が
中
央
病
院
資
本
的
支
出
額
に
不
足
す
る
額
65
6,
68
1,
60
6円
は
、
損
益
勘
定
留
保
資
金
65
5,
94
4,
32
0円
並
び
に
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整
額
73
7,
28
6円
で

補
塡
し
ま
し
た
。



2 平成30年度上半期の概要

⑴ 事業の概要

今期における診療実績は、第22表のとおり、延べ患者数は､中央病院においては入院103,900人、外

来160,072人となり、つくしが丘病院においては入院21,460人、外来15,391人となりました。

その結果、入院における病床利用率は、中央病院では83.0％、つくしが丘病院では51.0％となり、

外来の1日平均患者数は、中央病院では1,291人、つくしが丘病院では124人となりました。
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（
第
22
表
）

診
療

実
績

表

（
平
成
30
年
度
上
半
期
分
）

区
分

中
央

病
院

つ
く

し
が

丘
病

院
備

考
延

べ
患
者
数

1
日
平
均

患
者
数

病
床
数

病
床

利
用
率

診
療
額

1
人

1
日
平
均

診
療
額

延
べ

患
者
数

1
日
平
均

患
者
数

病
床
数

病
床

利
用
率

診
療
額

1
人

1
日
平
均

診
療
額

入
院

一
般

感
染
症

精
神

外
来

合
計

人
10
3,
90
0

10
3,
90
0 0 －

16
0,
07
2

26
3,
97
2

人 56
8

56
8 0 －

1,
29
1 －

床 68
4

67
9 5 － － －

％
83
.0

83
.6 0.
0 － － －

千
円

7,
62
9,
90
9

7,
62
9,
90
9 0 －

3,
72
9,
55
2

11
,3
59
,4
61

円
73
,4
35

73
,4
35 0 －

23
,2
99 －

人
21
,4
60 － －

21
,4
60

15
,3
91

36
,8
51

人 11
7 － － 11
7

12
4 －

床 23
0 － － 23
0 － －

％
51
.0 － －

51
.0 － －

千
円

38
9,
60
2 － －

38
9,
60
2

17
1,
75
8

56
1,
36
0

円
18
,1
55 － －

18
,1
55

11
,1
60 －

診
療
日
数
18
3日

診
療
日
数
12
4日
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⑵ 経 理 の 状 況

（第23表）

予 算 収 支 表

（平成30年度上半期分）
（単位 千円）

区 分
予 算 額

収入支出額
Ｂ

未 執 行 額
Ａ－Ｂ当 初 補 正 計 Ａ

（収益的収入）
第1款 中 央 病 院 事 業 収 益
第1項 医 業 収 益
第2項 医 業 外 収 益
第2款 つくしが丘病院事業収益
第1項 医 業 収 益
第2項 医 業 外 収 益
（収益的支出）
第1款 中 央 病 院 事 業 費 用
第1項 医 業 費 用
第2項 医 業 外 費 用
第3項 予 備 費
第2款 つくしが丘病院事業費用
第1項 医 業 費 用
第2項 医 業 外 費 用
第3項 予 備 費
（資本的収入）
第1款 中 央 病 院 資 本 的 収 入
第1項 負 担 金
第2項 企 業 債
第3項 補 助 金
第2款 つくしが丘病院資本的収入
第1項 負 担 金
第2項 企 業 債
（資本的支出）
第1款 中 央 病 院 資 本 的 支 出
第1項 建 設 改 良 費
第2項 企 業 債 償 還 金
第3項 他会計からの長期借入金償還金

第2款 つくしが丘病院資本的支出
第1項 建 設 改 良 費
第2項 企 業 債 償 還 金

26,348,744
23,067,169
3,281,575
1,746,037
1,078,344
667,693

26,514,908
26,220,411
284,497
10,000

1,836,165
1,827,395
7,770
1,000

1,520,128
638,494
880,000
1,634
170,513
513

170,000

2,166,346
1,125,601
940,745
100,000
170,513
170,265
248

10,043
0

10,043
0
0
0

10,043
△165,988
176,031

0
0

△12,300
12,300

0

0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0

26,358,787
23,067,169
3,291,618
1,746,037
1,078,344
667,693

26,524,951
26,054,423
460,528
10,000

1,836,165
1,815,095
20,070
1,000

1,520,128
638,494
880,000
1,634
170,513
513

170,000

2,166,346
1,125,601
940,745
100,000
170,513
170,265
248

13,100,778
11,394,478
1,706,300
918,914
568,021
350,893

12,200,472
11,813,240
387,232

0
784,477
768,648
15,829

0

329,791
329,791

0
0
389
389
0

1,275,197
798,804
476,393

0
124
0
124

13,258,009
11,672,691
1,585,318
827,123
510,323
316,800

14,324,479
14,241,183
73,296
10,000

1,051,688
1,046,447
4,241
1,000

1,190,337
308,703
880,000
1,634
170,124
124

170,000

891,149
326,797
464,352
100,000
170,389
170,265
124

（注）長期前受金戻入及び減価償却費は、年間所要額の2分の1を計上しました。
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青森県病院事業上半期損益計算書

（平成30年4月1日から同年9月30日まで）

上半期損益

収 入 14,019,692千円

支 出 12,984,949千円

当 期 純 利 益 1,034,743千円

前 期 繰 越 欠 損 金 0千円

当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金 1,034,743千円
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青森県病院事業貸借対照表

（平成30年9月30日現在）

前期末残高 期 中 増 減 当期末残高

資 産 32,153,971千円 △1,126,498千円 31,027,473千円

負 債 21,710,432千円 △2,161,240千円 19,549,192千円

資 本 10,443,539千円 1,034,742千円 11,478,281千円
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（
第
24
表
）

企
業

債
明

細
書

（
平
成
30
年
9
月
30
日
現
在
）

（
単
位
円
）

借
入

先
病

院
名

発
行
総
額

償
還

高
未
償
還
残
高

前
年
度
末
償
還
高

当
年
度
償
還
高

償
還
高
累
計

財
政

融
資

資
金

中
央

病
院

1,
16
4,
00
0,
00
0

34
4,
68
7,
05
2

21
,8
22
,5
62

36
6,
50
9,
61
4

79
7,
49
0,
38
6

う
ち
旧
資
金
運
用
部
資
金

中
央

病
院

34
,0
00
,0
00

31
,7
21
,4
67

1,
12
5,
61
8

32
,8
47
,0
85

1,
15
2,
91
5

簡
易
生
命
保
険
積
立
金

中
央

病
院

66
,0
00
,0
00

25
,9
36
,1
41

1,
28
2,
47
4

27
,2
18
,6
15

38
,7
81
,3
85

小
計

1,
23
0,
00
0,
00
0

37
0,
62
3,
19
3

23
,1
05
,0
36

39
3,
72
8,
22
9

83
6,
27
1,
77
1

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

中
央

病
院

6,
39
2,
10
0,
00
0

1,
82
9,
36
0,
89
2

24
4,
53
8,
25
7

2,
07
3,
89
9,
14
9

4,
31
8,
20
0,
85
1

市
中

銀
行

中
央

病
院

2,
35
5,
00
0,
00
0

70
5,
85
0,
00
0

20
8,
75
0,
00
0

91
4,
60
0,
00
0

1,
44
0,
40
0,
00
0

つ
く
し
が
丘
病
院

2,
99
0,
00
0

24
7,
50
0

12
3,
75
0

37
1,
25
0

2,
61
8,
75
0

小
計

8,
75
0,
09
0,
00
0

2,
53
5,
45
8,
39
2

45
3,
41
2,
00
7

2,
98
8,
87
0,
39
9

5,
76
1,
21
9,
60
1

合
計

中
央

病
院

9,
97
7,
10
0,
00
0

2,
90
5,
83
4,
08
5

47
6,
39
3,
29
3

3,
38
2,
22
7,
37
8

6,
59
4,
87
2,
62
2

つ
く
し
が
丘
病
院

2,
99
0,
00
0

24
7,
50
0

12
3,
75
0

37
1,
25
0

2,
61
8,
75
0

合
計

9,
98
0,
09
0,
00
0

2,
90
6,
08
1,
58
5

47
6,
51
7,
04
3

3,
38
2,
59
8,
62
8

6,
59
7,
49
1,
37
2



二 青森県工業用水道事業会計

1 平成29年度決算の状況

平成29年度は年間給水予定量115,383,734立方メートルに対し、供給実績は115,476,734立方メートル

となり、給水予定量を0.1％上回る結果となりました。

これに伴い、給水料金収入は9億2,039万6千円となり、予算計上給水料金収入9億1,965万4千円に

対し、0.1％の増となりました。

一方、経営収支の状況においては、事業収益8億5,440万5千円に対し、事業費7億3,459万8千円と

なり、差引き1億1,980万7千円の純利益を生じました。
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（第25表）

業 務 実 績
八戸工業用水道
区分

月別
事業
所数基本使用水量Ａ

特定使用水量
Ｂ
超過使用水量

Ｃ
減免使用水量

Ｄ

料 金 対 象
使 用 水 量
Ａ＋Ｂ＋Ｃ－Ｄ

給 水 料 金 備 考

4 月
5 月
6 月
7 月
8 月
9 月
10 月
11 月
12 月
1 月
2 月
3 月
計

10
10
9
9
9
10
10
10
10
10
10
10

㎥
9,380,400
9,682,580
9,335,400
9,646,580
9,646,580
9,395,400
9,708,580
9,395,400
9,708,580
9,708,580
8,769,040
9,708,580
114,085,700

㎥
90,000
140,520
154,800
152,520
152,520
147,600
148,800
144,000
148,800
156,240
141,120
156,240
1,733,160

㎥
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

㎥
0
0

105,447
0
0

58,369
59,541
58,090
60,679

0
0
0

342,126

㎥
9,470,400
9,823,100
9,384,753
9,799,100
9,799,100
9,484,631
9,797,839
9,481,310
9,796,701
9,864,820
8,910,160
9,864,820
115,476,734

円
75,482,874
78,294,032
74,800,233
78,102,743
78,102,743
75,596,300
78,092,692
75,569,831
78,083,621
78,626,557
71,017,535
78,626,557
(852,218,258)
920,395,718

電気工作物点検修繕
工事に伴う給水停止

（注）（ ）内の数値は、消費税及び地方消費税抜きの金額です。
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（
第
26
表
）

収
益

的
収

入
及

び
支

出

収
入

（
単
位
円
）

区
分

予
算

額

決
算

額
予
算
額
に
比
べ

決
算
額
の
増
減

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

地
方
公
営
企
業
法
第

24
条
第
3
項
の
規
定

に
よ
る
支
出
額
に
係

る
財
源
充
当
額

合
計

第
1
款

工
業
用
水
道
事
業
収
益

第
1
項
営

業
収

益

第
2
項
営

業
外

収
益

第
3
項
特

別
利

益

91
0,
61
6,
00
0

90
8,
82
4,
00
0

1,
79
2,
00
0 0

11
,1
34
,0
00

10
,8
30
,0
00

30
4,
00
0 0

0 0 0 0

92
1,
75
0,
00
0

91
9,
65
4,
00
0

2,
09
6,
00
0 0

92
2,
58
3,
08
6

92
0,
39
5,
71
8

2,
18
0,
79
2

6,
57
6

83
3,
08
6

74
1,
71
8

84
,7
92

6,
57
6

支
出

（
単
位
円
）

区
分

予
算

額

決
算
額

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
第
2

項
の
規
定

に
よ
る

繰
越
額

不
用
額

当
初
予
算
額
補
正
予
算
額

予
備
費

支
出
額

流
用

増
減
額

地
方
公
営

企
業
法
第

24
条
第
3

項
の
規
定

に
よ
る

支
出
額

小
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
第
2

項
の
規
定

に
よ
る

繰
越
額

合
計

第
1
款
工
業
用
水
道
事
業
費
用

第
1
項
営

業
費

用

第
2
項
営

業
外

費
用

第
3
項
予

備
費

90
4,
65
6,
00
0

84
8,
17
2,
00
0

46
,4
84
,0
00

10
,0
00
,0
00

△
39
,6
09
,0
00

△
43
,2
53
,0
00

3,
64
4,
00
0 0

0 0 0 0

0

△
1,
65
2,
00
0

1,
65
2,
00
0 0

0 0 0 0

86
5,
04
7,
00
0

80
3,
26
7,
00
0

51
,7
80
,0
00

10
,0
00
,0
00

0 0 0 0

86
5,
04
7,
00
0

80
3,
26
7,
00
0

51
,7
80
,0
00

10
,0
00
,0
00

79
9,
33
6,
26
3

74
7,
56
0,
00
7

51
,7
76
,2
56 0

0 0 0 0

65
,7
10
,7
37

55
,7
06
,9
93

3,
74
4

10
,0
00
,0
00
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（
第
27
表
）

資
本

的
収

入
及

び
支

出

収
入

（
単
位
円
）

支
出

（
単
位
円
）

区
分

予
算

額

決
算
額

翌
年
度
繰
越
額

不
用
額

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

流
用

増
減
額

小
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
の
規

定
に
よ
る

繰
越
額

継
続
費

逓
次

繰
越
額

合
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
の
規

定
に
よ
る

繰
越
額

継
続
費

逓
次

繰
越
額

合
計

第
1
款
資
本
的
支
出

第
1
項
建
設
改
良
費

第
2
項
企
業
債
償
還
金

12
7,
83
9,
00
0

25
,9
40
,0
00

10
1,
89
9,
00
0

0 0 0

0 0 0

12
7,
83
9,
00
0

25
,9
40
,0
00

10
1,
89
9,
00
0

33
, 83
7,
00
0

33
, 83
7,
00
0 0

0 0 0

16
1,
67
6,
00
0

59
,7
77
,0
00

10
1,
89
9,
00
0

14
7,
27
9,
71
7

45
,3
80
,9
20

10
1,
89
8,
79
7

0 0 0

0 0 0

0 0 0

14
,3
96
,2
83

14
,3
96
,0
80 20
3

(注
)
資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に
不
足
す
る
額
14
7,
25
6,
29
3円
は
、
建
設
改
良
積
立
金
42
,0
19
,3
70
円
、
損
益
勘
定
留
保
資
金
10
1,
87
6,
14
8円
並
び
に
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整

額
3,
36
0,
77
5円
で
補
塡
し
ま
し
た
。

区
分

予
算

額

決
算

額

予
算
額
に
比

べ
決
算
額
の

増
減

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

小
計

地
方
公
営
企
業

法
第
26
条
の
規

定
に
よ
る
繰
越

額
に
係
る
財
源

充
当
額

継
続
費
逓
次
繰

越
額
に
係
る
財

源
充
当
額

合
計

第
1
款
資

本
的

収
入

第
1
項
固
定
資
産
売
却
代
金

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

23
,4
24

23
,4
24

23
,4
24

23
,4
24



2 平成30年度上半期の概要

⑴ 事業の概要

工業用水道の今期の給水実績は、当初予定の給水量57,207,547立方メートルに対し、58,049,947立

方メートルとなり、842,400立方メートルの増となりました。これに伴い、給水料金収入も4億6,268

万1千円となり、予算計上給水料金収入4億5,596万7千円に対し、671万4千円の増となりました。
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（第28表）
給 水 実 績 表

（平成30年度上半期分）

区分

月別
基本使用水量

Ａ
特定使用水量

Ｂ
超過使用水量

Ｃ
減免使用水量

Ｄ
料 金 対 象
使 用 水 量
Ａ＋Ｂ＋Ｃ－Ｄ

給 水 料 金

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

計

㎥
9,395,400

9,708,580

9,395,400

9,708,580

9,708,580

9,395,400

57,311,940

㎥
140,400

145,080

140,400

152,520

152,520

113,040

843,960

㎥
0

0

0

0

0

0

0

㎥
0

0

105,953

0

0

0

105,953

㎥
9,535,800

9,853,660

9,429,847

9,861,100

9,861,100

9,508,440

58,049,947

円
76,004,138

78,537,607

75,159,645

78,596,907

78,596,907

75,786,068

462,681,272
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⑵ 経 理 の 状 況

（第29表）

予 算 収 支 表

（平成30年度上半期分）
（単位 千円）

区 分
予 算 額 収 入 額支 出 未 執 行 額

当初予算額 補正予算額 計

（収益的収入）

第1款 工 業 用 水 道 事 業 収 益

第1項 営 業 収 益

第2項 営 業 外 収 益

第3項 特 別 利 益

（収益的支出）

第1款 工 業 用 水 道 事 業 費 用

第1項 営 業 費 用

第2項 営 業 外 費 用

第3項 予 備 費

（資本的支出）

第1款 工業用水道事業資本的支出

第1項 建 設 改 良 費

第2項 企 業 債 償 還 金

911,993

910,269

1,724

0

865,833

812,355

43,478

10,000

152,683

48,030

104,653

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

911,993

910,269

1,724

0

865,833

812,355

43,478

10,000

152,683

48,030

104,653

384,556

384,548

8

0

286,980

278,758

8,222

0

51,977

0

51,977

527,437

525,721

1,716

0

578,853

533,597

35,256

10,000

100,706

48,030

52,676

（注）減価償却費は、年間所要額の2分の1を計上しました。



― 59 ―

青森県工業用水道事業上半期損益計算書

（平成30年4月1日から同年9月30日まで）

（単位 千円）

支 出 の 部 収 入 の 部

営 業 費 用 278,758 営 業 収 益 384,548

営 業 外 費 用 8,222 営 業 外 収 益 8

当 期 純 利 益 97,576 特 別 利 益 0

計 384,556 計 384,556

青森県工業用水道事業貸借対照表

（平成30年9月30日現在）

（単位 千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

固 定 資 産 3,769,034 固 定 負 債 737,490

流 動 資 産 2,694,941 流 動 負 債 54,198

繰 延 収 益 34,899

負 債 合 計 826,587

資 本 の 部

資 本 金 4,797,205

剰 余 金 840,183

資 本 合 計 5,637,388

資 産 合 計 6,463,975 負債資本合計 6,463,975
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（第30表）

企 業 債 明 細 書

（平成30年9月30日現在）
（単位 円）

種 類 発 行 総 額
償 還 高

未償還残高前 年 度 末
償 還 高 当期償還高 償還高累計

建
設
改
良
費
等
の
財

源
に
充
て
る
た
め
の

企
業
債

財 政 融 資 資 金

地方公共団体金融機構

933,000,000

1,018,000,000

572,147,538

713,949,263

23,160,711

28,816,040

595,308,249

742,765,303

337,691,751

275,234,697

合 計 1,951,000,000 1,286,096,801 51,976,751 1,338,073,552 612,926,448
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